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韓国経済の長期動態分析に関する一考察 
――需要アプローチによる先行研究の検討を中心に―― 

李  点 順 

Abstract 

In general, methods of analyzing economic growth can be roughly divided into two flows: 

the supply approach and the demand approach. The former focuses on various factors on the 

supply side, while the latter analyzes various factors on the demand side. Earlier research 

analyzing the growth of the South Korean economy (long-term dynamics) using the demand 

approach is examined in this text. More specifically, it outlines earlier research that invokes 

Boyer’s model (also called Fordism, it formulated a virtuous circle circuit of the kind of 

consumption-led high growth experienced by advanced nations after the Second World War) 

and Thirlwall’s model (theorizing the possibility of a virtuous circle of export-led growth), 

with a degree of tentative consideration being given to the significance of and problems 

relating to this. 
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はじめに 
 

経済成長の分析方法は、一般に、供給アプローチと需要アプローチの 2つの流れに大別する

ことができる。前者では供給側の諸要因を、後者では需要側の諸要因を、それぞれ重視した分

析を行う。供給アプローチの代表格である新古典派成長理論には、規模に関する収穫逓増の現

実を無視しているという難点がある。これに対して現代の内生的成長理論では収穫逓増を認知

した上で、それを主に供給側の諸要因から説明しようとする。しかし収穫逓増は需要アプロー

チでは伝統的に経済成長の重要な一因として位置づけられており、豊富な研究成果が得られて

いる(サールウォール 2003)。 

以上の研究動向を踏まえて、本稿では韓国経済の成長(長期動態)を需要アプローチによって

分析した先行研究を取り上げ検討する。具体的には、ボワイエ・モデル(フォーディズムとも呼

ばれる、第 2次大戦後の先進諸国にみられた消費主導型の高度成長の好循環回路を定式化した

もの)と、サールウォール・モデル(輸出主導型成長の好循環の可能性を理論化したもの)を援用
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した先行研究の概要を紹介するとともに、その意義と問題点についても若干の試論的な考察を

加える。これら 2つのモデルは、いずれも、需要の増大が生産の増大、ひいては生産性の上昇

をもたらし(収穫逓増)、これがまた需要の増大を導くというカルドアの着想に依拠している1)。 

このうちボワイエ・モデルは、戦後の先進諸国の高度成長がこの時期特有の賃労働関係2)に

よって制御・調整されていたとの認識に立っている。今日、先進諸国の企業や政府が進める雇

用の柔軟化は、かつての高度成長期の「硬直的」な賃労働関係を対象としており、たとえば日

本でも多くの非正規雇用を生み出している。このようにみたとき、韓国経済についてボワイエ・

モデルの妥当性を検証した先行研究を検討しておくことは、同国でも深刻さを増している非正

規雇用問題の本質を捉え直していく上で、有益ではないかと考えられる。 

本稿の構成は以下のとおりである。第 1節では、ボワイエ・モデルとサールウォール・モデ

ルの概要について述べる。第 2節では、これらのモデルを用いて韓国経済の長期動態を分析し

た先行研究の内容を紹介し、その意義と問題点を明らかにする。最後に結論をまとめ、今後の

課題について述べる。 

 

第 1節 経済成長分析への需要アプローチ 
この節では、韓国経済の成長(長期動態)を需要アプローチによって分析した先行研究を検討

するにあたって、その前提となるボワイエ・モデルとサールウォール・モデルの概要について

述べる。 

  

1.1 フォーディズムとボワイエ・モデル 

レギュラシオン・アプローチによれば、第 2次大戦後から 1970 年代にかけての先進資本主義

諸国の高度成長は、 フォーディズムと呼ばれる大量生産と大量消費の好循環回路およびにそれ

を支える特有の社会制度として特徴づけられる。 

その概要は以下のとおりである(図 1参照)。すなわち、まず、大量生産による生産性の上昇

の成果が実質賃金の上昇に結びついて消費需要が拡大し、加速度効果によって投資が増大する

とともに、 乗数効果によって需要が増加する。また生産性の上昇の一部は利潤として分配され、

投資を押し上げる。こうして需要の拡大に刺激されて生産が拡大し、より生産性の高い機械設

備の導入と規模に関する収穫逓増との 2つの効果によって生産性が上昇する。このようなフォ

ーディズムの好循環においては、 生産性の上昇分の労使間での安定した分配を通じて実質賃金

が上昇していくことが不可欠である。それは労働者側が生産工程におけるテーラー主義(構想と

実行の分離、作業の細分化と単純化)を受容する代わりに、経営者のほうは生産性インデックス

賃金(生産性の上昇に応じた賃金の上昇)を提供するという労使間妥協の産物であり、この特有

の社会制度が大量生産・大量消費を生み出したとして理解されている。 
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図図 11    フフォォーーデディィズズムムのの好好循循環環  
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(出所)遠山(1990, p.75)から引用。 

 
ボワイエは、 戦後の先進諸国の高度成長を可能にしたこのフォーディズムの好循環の回路を

理論モデルとして定式化している。これが本稿でいうボワイエ・モデルである(Boyer 1988)3)。

そこでは閉鎖経済を想定し、財政(政府)、金融(貨幣)を捨象している。 

表 1にモデルの体系を掲げた。それは 7つの方程式と 7つの内生変数からなる。内生変数は

PR、I、C、RW、Q、N、PROであり、それぞれ生産性、投資、消費、実質賃金率、産出(=需要)、 

雇用、利潤シェアを表す。なお、外生的要因は定数項 a、fおよび hに反映されていると考える。

その他のパラメータの条件は b>0、d>0、v>0、u>0、o<c<1、k>0、l>0、0<α<1であり、゜(hollow 

dot)は変化率を表す。 

表表 11  ボボワワイイエエ・・モモデデルル   

°°°

°°°

°°°

°°°

°°

°°°

°°°

−≡

−≡

⋅−+⋅=

+⋅+⋅=

+⋅⋅=

⋅+⋅+=

⋅+⋅+=

RWPRPRO

PRQN

ICQ

hNlPRkRW

gRWNcC

PROuCvf

QdbaPR

)7(

)6(

)1()5(

)4(

)()3(

I)2(

I)1(

αα

 

 

まず(1)式では、生産性が投資の伸びと産出の伸びによって説明されている。これは主に技術

革新効果(a)、資本深化効果(b)、規模に関する収穫逓増効果(d)の 3つの要因によって影響を受

けると想定される。(2)式では、投資が加速度効果(v)によって消費の伸びに反応すると仮定さ

れている。同時に、投資は収益性の関数でもある。ここではその代理変数として利潤シェアの
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変化が用いられる。さらに定数項(f)は外生的要因であるが、そのなかには技術革新効果が含ま

れるものと想定する。(3)式は、消費が実質賃金所得増加率の関数であることを示す。cは限界

消費性向である。(4)式では、実質賃金の伸びが生産性の上昇にインデックスされる部分(k)と、

労働市場の需給関係によって競争的に決まる部分(l)とによって説明されている。その他の決定

要因を捉えるために定数項(h)が加えられる。(5)式は、 総需要(総産出)が消費と投資のみから

成ることを示す。α は前期の純産出に占める消費シェアである。(6)と(7)式はそれぞれ雇用と

利潤シェアの変化率を示す恒等式である。 

さて、このモデルは、(1)生産性の上昇分が(技術革新、資本深化、収穫逓増を通じて)どのよ

うにして生み出されるのか、そしてそれが、(2)所得分配(賃金と利潤)を介して投資および消費

需要の増大をいかにしてもたらすのかを示す 2つの方程式に縮約される。ここで前者を生産性

体制、後者を需要体制と呼ぶ。両体制の組み合わせにより、マクロ経済の成長パターンを意味

する蓄積体制のあり方が決まる。 

(1)式に(2)(3)(4)(6)(7)式を代入することによって【生産性体制 PR=B･Q+A; A=a+bf, 

B=bv+d】が、 (5) 式 に (2)(3)(4)(6)(7) 式 を代入することで【需要体制 Q=D ･ PR+C; 

C=(1-α)f+αg+g(1-α)v+h(αc+(1-α)(vc-u)), D=(αc+(1-α)(vc-u))(k-l-1)】が導き出される。こ

こで生産性体制の形状(B)は、収穫の逓増・逓減を、B>0の度合いの大小は収穫逓増の大小を示

す。一方の需要体制の形状(D)は、所得分配を規定する要因(k,l)と、投資の需要および利潤シェ

ア変化への感応度(v,u)との関係によって決まる。以上がボワイエ・モデルの概要である4)。 

 

1.2 サールウォール・モデルと輸出の役割 

 ここではサールウォール・モデルの概要について説明する。このモデルは、輸出需要が開放

経済にとって最も重要な自律的需要項目であり、したがって、 輸出の成長が産出量の長期的成

長を支配し、他の需要項目はそれに適合するという考え方によるものである(Thirlwall 2003, 

pp.277-280)。これを以下のように表すことができる。 
 

 )()1( txg γ=ｔ  

 
ここでｇtは時点ｔにおける産出量の成長、χtは輸出の成長を表す。 

 
εη
tftdtt ZPPX )/()2( =  

 
輸出需要は相対価格(競争力)と貿易相手国の所得の関数である。ここで Pdは国内価格、Pf

は競合者の価格、Zは貿易相手国の所得、η(＜0)は輸出需要の価格弾力性、ε(＞0)は輸出需

要の所得弾力性である。変化率をとると、以下の(3)式が得られる。 
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)()()3( tftdtt zppx εη +−=  

続いて、 国内価格は単位労働費用にマークアップ率を加えて決まると考える。さらに貿易相

手国の所得の変化率と外国価格は外生的に与えられるものとする。 

 
))(/()4( tttdt TRWP =  

ここで Wは名目賃金、Rは労働生産性、Tはマークアップ率を表す。変化率をとると、(5)

式となる。 

 

tttdt rwp τ+−=)5(  

生産性の上昇は、(6)式に示されているように、規模に関する収穫逓増を通して部分的には産

出量の成長それ自体に依存する。すなわち、フェルドーン法則またはカルドアの第 2法則であ

る5)。これは産出量の成長と生産性の上昇との間には規模に関する収穫逓増が働く結果、正の

因果関係が存在するというものである。ここで raは生産性の自律的な上昇であり、λはフェル

ドーン係数を表す。 

 
)()6( tatt grr λ+=  

上の式から、 輸出の成長と産出量の成長が生産性の上昇と価格を通じてリンクされているこ

とが確認できる。産出量の成長が速いほど生産性の上昇は高くなり、生産性の上昇が高いほど

単位労働費用の上昇は遅くなり、結果として、 高い輸出と産出量の成長となる。言い換えれば、 

輸出と産出量の高成長は、輸出の高成長が産出量の高成長をもたらし、産出量の高成長は競争

力への好影響を通じて輸出の高成長をもたらすという成長の好循環を形成するのである。 
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最後に、(1)(3)(5)(6)式をまとめると、均衡成長率を示す(7)式が得られる。そして均衡成長

率は、①生産性の自律的な上昇が高いほど、②外国の価格の上昇が高いほど、③輸出需要の所

得弾力性が高いほど、④貿易相手国の所得の成長が高いほど、⑤フェルドーン係数が高いほど、 

高くなる。一方で、国内価格(名目賃金)の上昇が高いほど、またマークアップ率が高まるほど、 

低くなる。以上がサールウォール・モデルの概要である。 
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第 2節 先行研究の検討 
 
本節では、ボワイエ・モデルとサールウォール・モデルとを用いて韓国経済の長期動態につ

いて分析した先行研究を取り上げ検討し、その意義と問題点を明らかにする。なおこの立場に

立った実証分析事例では、韓国の経済成長において輸出が牽引役を果たした点を重視し、①ボ

ワイエ・モデルに輸出方程式を追加する方法と、②ボワイエ・モデルとサールウォール・モデ

ルとを組み合わせる方法が用いられている。以下では最初に①について検討し、次に②を取り

上げる。 

 

2.1 ボワイエ・モデルへの輸出方程式の追加 
 
権(2002)は、ボワイエ・モデルに輸出方程式を追加する方法をとり、1971～98年の期間につ

いて韓国経済の長期動態を計量的に実証分析している。他方で、1987 年以降の賃労働関係の変

化に着目し、民主化以前とそれ以降に分けてそれが韓国経済の動態に与えた影響を分析してい

る点も注目される。 

表 2に、この研究で用いたモデル、内生変数と外生変数の区別、データの性格、分析の方法

およびその結果などを示す。それは 7つの方程式と 7つの内生変数および 7つの外生変数から

なる。前述したボワイエ・モデルと比較すると、(5)式に輸出方程式が追加され、(6)式の総需

要の項目として輸出変数が加わっている。 

ここで権(2002)のモデルについて簡略に説明すると以下のとおりである。まず(1)式では、 生

産性が投資の伸びと産出の伸びによって説明されている。これは主に技術革新効果(a)、資本深

化効果(b)、規模に関する収穫逓増効果(d)の 3つの要因によって影響を受けると想定される。

(2)式では、投資が加速度効果(v)によって消費の伸びに反応すると仮定されている。同時に、

投資は収益性の関数でもある。ここではその代理変数として利潤シェアの変化が用いられる。

さらに前期の総資本ストックが説明変数として追加される。(3)式は、消費が実質賃金所得増加

率の関数であることを示す。(4)式では、実質賃金の伸びが生産性の上昇にインデックスされる

部分(k)と、労働市場の需給関係によって競争的に決まる部分(l)とによって説明されている。(5)

式では、輸出需要が国内外の相対価格の変化と世界の総需要の変化によって説明されている。

(6)式では、総需要が国内消費、投資、輸出の関数となっている。(7)式は、雇用の変化率を表

す恒等式である。 

表 2の実証分析の結果をまとめると以下のとおりである。まず第 1に、生産性に関する式(1)

の推定結果(1971～98 年)では、収穫逓増の効果を示す係数ｄの値が 0.33であり、産出量の成

長と生産性の上昇との間に緩やかな収穫逓増が働いていることがわかる。なお、その係数 dの

値を時期別でみると、1987 年以前の 0.59 から 1988 年以後に 0.42へと 0.17ポイント下落して
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おり、1980 年代後半から産出量の成長と生産性の上昇との間の収穫逓増の効果が弱まっている

ことが示唆される。第 2に、投資の決定要因を考える場合、(2)式では投資が消費需要によって

決定されるパターンと利潤によって主導されるパターンが想定されている。このうち、式(2)

の推定結果(1971～98 年)は、投資が消費需要によって牽引されるいわゆる消費主導型であるこ

とを示す。一方でもう 1つの要因である利潤シェアの係数（推定期間は 1971 年～98年）はマ

イナスの値となり、統計的に有意ではない結果になっている。ただしここで注意しておかねば

ならないのは、投資決定における利潤シェアの係数が 1987 年以前の-0.42から 1988 年以後に

0.51へと大幅に増加し、マイナスからプラスへと符号が逆転しているという点である。第 3に、 

消費に関する式(3)の推定結果(1971～98 年)をみると、実質賃金所得にかかる係数(限界消費性

向)は 0.23となっており、 実質賃金所得が消費支出にまわり難くなっているのではないかと推

測される。第 4に、賃金決定に関する式(4)の推定結果(1971～98年)では、賃金の生産性連動

係数が-0.99と負の値を示している。これは賃金の生産性へのインデックス程度が低く、賃金

が労働市場の需給をより反映した関係で決定されていることによるものと推定される。特にこ

こで興味深い事実として指摘したいのは、賃金の生産性連動係数(k)が 1987年以前と以後のそ

れぞれ-0.11、-1.63 と示され、既存の研究とは異なった結果が統計的に得られた点である。こ

の点について、権(2002)では 1990 年前後の実質賃金の伸びが労働生産性の伸びを上回ったこと

を 1987 年の労働者大闘争による一時的なものとして捉えている。第 5に、輸出に関する式(5)

の推定結果(1971～98 年)からわかるように、輸出競争力を価格要因（貿易相手国の輸出価格に

対する自国の輸出価格の相対比の変化）と非価格要因とに分解してみると、各々0.18、4.08と

なっており、 輸出増加に寄与した競争力要因のうち価格要因よりも非価格要因のウェイトが高

いことがわかる。第 6に、総需要に関する式(6)の推定結果(1971～98年)が示すとおり、総需

要に占める各需要項目(消費、投資、輸出)の割合は各々0.64、0.25、0.20となっている。時期

別にみると、消費は 1987 年前後で 0.12 ポイント増を、投資および輸出は各々0.13ポイント減

と 0.15ポイント増を記録している。なかでも総需要に占める輸出の割合が高くなっている。 

(1)式に(2)(3)(4)(5)(7)式を代入することによって【生産性体制 PR=B･Q+A;B=bvc+d/1+bvc 

(1-k)-bu(1-k),A=b･U+c･(N+RW)t-1+d･kt-1+e】が、(6)式に(2)(3)(4)(5)(7)式を代入すること

で【需要体制 Q=D ･ PR+C;D=α c(k-1)+β vc(k-1)-β u(k-1)/1-c(α＋β v), C=b ･ U+c ･

(N+RW)t-1+d･kt-1+e･QF+ｆ･(E-P)+g】が導き出される6)。ここで生産性体制の形状(B)は、規模

の経済性(d)のほかに加速度効果(v)、資本深化効果(b)、限界消費性向(c)、投資への利潤寄与

度(u)、賃金の生産性連動係数(k)等によって規定される。一方の需要体制の形状(D )は、所得

分配を規定する要因(k,l)と、投資の需要および利潤シェア変化への感応度(v,u)との関係によっ

て決まる。このモデルによる分析結果を用いて導き出された韓国経済の蓄積体制(1971～98年)

は、生産性体制と需要体制を示す以下の 2つの方程式に縮約できる。 
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  生生産産性性体体制制  PPRR  ==  00..3333QQ  ++  AA    ((PPRR==BB･･QQ++AA))    ･･････((11))      

  需需要要体体制制  QQ  ==  --11..4444PPRR  ++  CC      ((QQ==DD･･PPRR++CC))    ･･････((22))      

  
上の式から以下の事実が読み取れる。第 1に、生産性体制において産出量の成長と生産性の

上昇との間に緩やかな収穫逓増が働いていることがわかる。しかしながら、戦後 1970 年代まで

の先進諸国の水準に比して、かなり低い値となっている。ボワイエ(1988)によると、1950～77

年における先進諸国の Bの値は 0.3～0.8程度である。第 2に、需要体制において生産性の上

昇と産出量の成長との間に負の相関がみられる。上述したように需要体制の形状(D)を決定す

る要因としては、 賃金の生産性連動係数(k)および加速度係数(v)の値が大きな役割を占めてい

る。従って、PRの係数 D が負になっているのは、 表 2に示した推定結果(1971～98年)からわ

かるように、加速度係数が高いにもかかわらず賃金の生産性連動係数(k<0)が低い点に起因する。 

以上のことから、韓国経済の蓄積体制について整理すると以下のとおりである。フォーディ

ズムの好循環においては、PR→RW→Qの回路が作用する（すなわち PRと Qは正の相関を示

す）。これに対して、1971～98 年における韓国経済の蓄積体制は生産性体制において産出量の

成長と生産性の上昇との間に緩やかな収穫逓増が働いており、需要体制においては生産性の上

昇と産出量の成長との間に負の相関がみられる。すなわちこのことは、韓国では生産性体制と

需要体制との間で累積的な成長メカニズムが作用していないことを示唆するものであり、それ

が戦後の先進諸国の経済成長を支えたフォーディズムとは決定的に異なる点である。しかしな

がら表 2の(2)の推定結果からわかるように、投資の決定要因が利潤ではなく消費需要によって

牽引される消費主導型である点も指摘され、この面では韓国経済の蓄積体制が「フォーディズ

ム」に近似しているとされる7)。 

その一方で、権(2002)では表 2の推定結果が示すように、投資決定において利潤シェアの係

数が 1987 年以前の-0.42 から 1988 年以後に 0.51へと大幅に増加し、マイナスからプラスへと

符号が逆転している点が注目される。このことは、1987 年以降の韓国の経済成長には内需主導

型の成長のほか、利潤主導型の成長の回路も作用したことを示唆する。ボワイエ・モデルのよ

うな需要中心のモデルで考えても、1987 年以降は供給側の要因が多少とも影響したと推察され、 

興味深い。 

 

2.2 ボワイエ・モデルとサールウォール・モデルの組み合わせ 
 
これまでみてきたように、ボワイエ・モデルでは閉鎖経済を想定し、主に生産性と消費需要

の間の伝達経路を強調している。これに対して、サールウォール・モデルでは開放経済を想定

し、主に生産性と輸出需要の間の伝達経路を強調している。以上の論理を整理すると、図 2の

ようになる。 



 

 

表表 22  ボボワワイイエエ・・モモデデルルへへのの輸輸出出方方程程式式のの追追加加  
    
    

先行研究先行研究先行研究先行研究    モデルモデルモデルモデル, , , , 変数変数変数変数, , , , データデータデータデータ    推定結果推定結果推定結果推定結果(1971(1971(1971(1971～～～～98989898 年年年年))))    

((11))  PPRR  ==  aa  ++  bb・・II  ++  dd・・QQ                              

((22))  II  ==  ff  ++  vv・・CC  ++  uu・・（（PPRR--RRWW））  ++  mm・・KKtt--11              

((33))  CC  ==  gg  ++  cc・・((NN++RRWW))  ++  nn･･((NN++RRWW))tt--11  

((44))  RRWW  ==  hh  ++  kk・・PPRR  ++  ll・・UU                                  

((55))  XX    ==  μμ  ++  λλ・・QQff  ++  ωω・・((EE--PP))                    

((66))  QQ  ==  εε  ++  αα・・  CC  ++  ββ・・II  ++  rr・・XX                

((77))  NN  ≡≡  QQ  ‐‐  PPRR                                                  

内生変数：7（PR:生産性, I:投資, C:消費, RW:実質賃金, X:輸出、Q:産出(=需要), N:雇用） 

外生変数：7（Kt-1:前期の総資本ストック, Nt-1:前期の雇用者数, RWt-1:前期の実質賃金,  

U:失業率, E:対米為替レート, P:消費者物価指数, QF:海外需要(米国, 日本, 

カナダ, イギリス,ドイツ, オーストラリアの加重経済成長率） 

パラメータの条件：b>0, d>0, v>0, u>0, c>0, n>0, k>0, l<0, λ>0, ω>0, α>0,β>0, r>0 

データは, 1971～98 年の年次データであり, U のほかは対前年比増加率を表す。  

((11))  PPRR  ==  55..9955  --  00..0011II  ++  00..3333QQ                                                      RR²²==00..3322  

                ((33..8800))  ((--00..2266))    ((11..7788))  

((22))  II  ==  --77..9988  ++  33..9988CC  --  00..3377((PPRR--RRWW))  --  00..1111KKｔｔ--11                                          RR²²==00..3388  

              ((--00..6611))    ((33..1155))        ((--00..6688))          ((--00..1155))  

((33))  CC  ==  33..6666  ++  00..2233((NN++RRWW))  ––  00..0022((NN++RRWW))tt--11                                          RR²²==00..4422  

              ((44..6644))        ((44..8800))              ((--00..4433))      

((44))  RRWW  ==  2277..6611  --  00..9999PPRR  --  1100..8822UU                                                      RR²²==00..1166  

                ((44..7777))      ((--33..1199))    ((--22..7711))  

((55))  XX  ==  33..7733  ++  44..0088QQFF  ++  00..1188((EE--PP))                                                  RR²²==00..2288  

((00..8822))    ((33..1155))      ((11..3388))  

((66))  QQ  ==  11..1177  ++  00..6644CC  ++  00..2255II  ++  00..2200XX                                            RR²²==00..7766  

        ((11..1122))  ((33..6688))    ((55..4466))    ((33..3333))    

  

1987198719871987 年以前年以前年以前年以前(1971(1971(1971(1971～～～～87878787 年年年年))))の推定結果の推定結果の推定結果の推定結果    1988198819881988 年以後（年以後（年以後（年以後（1988198819881988～～～～98989898 年）の推定結果年）の推定結果年）の推定結果年）の推定結果    

クォン・ウヒョン 

(2002） 

((11))  PPRR  ==  --11..0088  --  00..2244II  ++  00..5599QQ                                                          RR²²==00..5522  

                ((--00..6622))  ((--33..1144))    ((33..3300))  

((22))  II  ==  --4455..7711  ++  88..8833CC  --  00..4422((PPRR--RRWW))  ++  11..3388KKtt--11                                RR²²==00..4455  

                ((--22..4455))    ((22..7744))        ((--00..5511))          ((11..3355))  

((33))  CC  ==  44..6655  ++  00..0088((NN++RRWW))  ++  00..0022((NN++RRWW))tt--11                                                  RR²²==00..2266  

                ((88..0033))      ((11..1199))            ((00..4422))  

((44))  RRWW  ==  5588..8866  --  00..1111PPRR  ––  3366..3322UU                                                      RR²²==00..4444  

                ((44..1188))    ((--00..4411))    ((--33..6655))  

((55))  XX  ==  44..8888  ++  44..4444QQFF  ++  00..1188((EE--PP))                                                    RR²²==00..3311  

((00..7744))  ((22..7755))        ((00..6699))  

((66))  QQ  ==  33..2255  ++  00..6666CC  ++  00..1199II  ++  00..1166XX                                              RR²²==00..8811  

              ((00..9999))    ((22..2277))    ((55..2200))    ((22..9955))    

((11))  PPRR  ==  44..4466  --  00..1111II  ++  00..4422QQ                                                            RR²²==00..2266  

                ((22..2255))  ((--11..3333))  ((11..7799))  

((22))  II  ==  --1133..4477  ++  44..2244CC  ++  00..5511((PPRR--RRWW))  --  00..5511KKtt--11                              RR²²==00..8811  

              ((--11..7755))    ((55..5555))      ((11..1122))        ((--00..8888))  

((33))  CC  ==  33..5566  ++  00..4466((NN++RRWW))  --  00..0055((NN++RRWW))tt--11                                                                RR²²==00..8877  

              ((33..5544))        ((55..6655))            ((--00..4477))      

((44))  RRWW  ==  3366..8844  ––  11..6633PPRR  ––  1188..2222UU                                                        RR²²==00..8844  

                ((1100..0000))    ((--66..0000))    ((--66..9944))  

((55))  XX  ==  1100..6699  ++  00..2266QQFF  ++  00..1177((EE--PP))                                                  RR²²==00..2200  

((11..7711))    ((00..1122))        ((11..8855))  

((66))  QQ  ==  --11..7799  ++  00..7788CC  ++  00..0066II  ++  00..3311XX                                            RR²²==00..9933  

              ((--11..2244))    ((44..1111))    ((11..3333))    ((55..1100))    
 
(注) 回帰分析は OLS 方法であり、R²は自由度修正済決定係数、( )内はｔ値である。 
(出所) 権（2002）。 
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図図 22    ボボワワイイエエととササーールルウウォォーールルととのの伝伝達達過過程程  

        

消費消費

輸出

成長率成長率 生産性生産性

賃金賃金

価格価格

（ボワイエ的伝達経路）（ボワイエ的伝達経路）

（サールウォール的伝達経路）（サールウォール的伝達経路）   

(出所)文(1993、p168)から引用。 
 
 
ボワイエ・モデルとサールウォール・モデルとを組み合わせる方法をとり、韓国経済の長期

動態を計量的に実証分析した研究として、文(1993)、呉(1995)がある。表 3にこれらの研究で

用いたモデル、内生変数と外生変数の区別、データの性格、分析の方法およびその結果などを

示す。 

最初に、文(1993)のモデルについて簡略に説明すると以下のとおりである。まず(1)式に雇用

の変化率を示す恒等式(2)を代入すると、PR=(1-α)・Q‐β‐r・IOY が誘導され、その結果、

産出量の成長と生産性の上昇との間に収穫逓増が働くというカルドアの第 2法則（PR=α・Q+

β）が得られる。さらに技術革新効果が生産性に及ぼす影響を考慮し、その代理変数として投

資率が採用される。(3)式は、総需要が消費と輸出および製造業の需要によって決まることを示

す。前述したボワイエ・モデルと比べると、投資の代わりに輸出が、そして消費と輸出の伸び

が製造業の需要を誘発する面があることを考慮し、 製造業の需要が用いられるという特徴があ

る。(4)式は、消費が消費財輸入と代替関係にあるという仮定を除けば、前述のボワイエ・モデ

ルと基本的には同一である。(5)式では、輸出需要が貿易相手国の輸出価格に対する自国の輸出

価格の相対比の変化と世界の総需要の変化によって説明されている。さらに資本財輸入による

生産性の向上が価格競争力を強化させ、輸出の増大に寄与する点を考慮する。(6)式は、国内価

格が単位労働費用にマークアップ率を加えて決まることを示す。また輸入物価が国内物価に及

ぼす影響を考慮する。(7)式では、賃金が物価、生産性、失業率(労働市場の需給関係を表す)

の関数となっている。 

表 3の実証分析の結果については、各方程式の決定係数が 0.4～0.8の水準であり、しかも推

定に用いた変数が変化率であることを考えれば、概ね満足できるものである。なお各説明変数

の統計的な有意性も概ね確認できる。ただし、技術革新効果が生産性に及ぼす影響を示す係数

の有意性と、賃金決定における生産性の有意性が低いことが注目される。このように有意な結

果が得られない原因として考えられるのは、次のとおりである。第 1に、技術革新効果の代理

変数である IOY 係数の有意性が低いのは、技術革新効果は雇用決定にほとんど影響を及ぼさな
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かったか、あるいはこの代理変数が適切ではないことによるものと考えられる。第 2に、賃金

決定における生産性の有意性が低いのは、1980 年代半ばまでの過剰労働力の存在が実質賃金の

抑制を押さえていたということと、フォーディズムの生産性インデックス賃金（生産性の上昇

に応じた賃金の上昇）に象徴されるような制度的な仕組みの欠如によるものと考えられる。。  

(1)式に(2)式を代入することにより、 PR=(1-α)・Q‐β‐r・IOYが誘導され、結果として

生産性体制 PR=B･Q+Aの形状を表す Bの値が得られる。一方、(3)(4)(5)(6)(7)式を結合す

ると、需要体制 Q=D･PR+Cの形状(D)は、｛［ac(1-k)+bhk］(r-1)｝/{(1-nk)(1-ac)}として示

される。さらにこの式を+で区切られた項ごとに展開すると、ac(1-k)(r-1) /(1-nk)(1-ac)と、 

bhk(r-1)/(1-nk)(1-ac)の 2つに分けられる。前者の式の c(1-k)は、賃金の生産性へのインデ

ックス程度が低いことが消費の拡大を制約していることを表し、aは消費需要の制約による

内需の抑制が成長率の低下に影響を及ぼしたことを意味する。一方の後者の式で hkは、生産

性上昇による輸出増大効果を表し、bは輸出の増加が成長率の拡大に影響を及ぼしたことを

意味する。結局この式は、PRの係数 Dの符号が賃金の生産性連動係数(r)と、輸出および消

費の成長への寄与率(bhk/ac(1-k))との関係によって決まることを示している。このモデルに

よる分析結果を用いて導き出された韓国経済の蓄積体制(1962～90)は、 生産性体制と需要体

制を示す以下の 2つの方程式に縮約できる。 

 
生生産産性性体体制制  PPRR  ==  00..1100QQ  ++  AA      ((PPRR==BB･･QQ++AA))    ･･････((11))    

需需要要体体制制  QQ  ==  --00..2255PPRR    ++  CC      ((QQ==DD･･PPRR++CC))    ･･････((22))    

 
上の式から以下の事実が読み取れる。第 1に、生産性体制において産出量の成長と生産性の

上昇との間に緩やかな収穫逓増が働いていることがわかる。しかしながら戦後の先進諸国の水

準に比べると低水準である。これは権(2002)の分析結果と概ね対応している。第 2に、需要体

制において生産性の上昇と産出量の成長との間に負の相関がみられる。フォーディズムの好循

環においては、生産性の上昇分の労使間での安定した分配を通じて実質賃金が上昇していくこ

とが不可欠であり、その結果生じた消費購買力の増加による国内消費需要の拡大が安定成長の

重要な要因であった。これに対して、 韓国では生産性の上昇の成果が実質賃金の上昇に反映さ

れる傾向が弱く、それに伴い消費需要の制約が作用して内需の抑制がもたらされたものと考え

られる。 

次に、呉（1995）は、1965～91 年のデータを用いて韓国経済の長期動態を計量的に実証分析

している。このモデルについて簡略に説明すると以下のとおりである。まず(1)式に雇用の変化

率を示す恒等式(2)を代入すると、PR=(1-α)・Q‐β‐r・IOYが誘導され、その結果、産出量

の成長と生産性の上昇との間に収穫逓増が働くというカルドアの第 2法則（PR=α・Q+β）が
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得られる。さらに技術革新効果が生産性に及ぼす影響を考慮し、その代理変数として投資率が

採用される。(3)式は、総需要が消費と輸出および製造業の需要によって決まることを示す。前

述したボワイエ・モデルと比べると、投資の代わりに輸出が、そして消費と輸出の伸びが製造

業の需要を誘発する面があることを考慮し、 製造業の需要が用いられるという特徴がある。(4)

式は、 消費が実質賃金所得増加率と利子率の関数であることを示す。(5)式では、輸出需要が

貿易相手国の輸出価格に対する自国の輸出価格の相対比の変化と世界の総需要の変化によって

説明されている。(6)式は、国内価格が単位労働費用にマークアップ率を加えて決まることを示

す。また輸入物価が国内物価に及ぼす影響を考慮する。(7)式では、賃金が物価、生産性、失業

率(労働市場の需給関係を表す)の関数となっている。 

表 3の実証分析の結果をまとめると以下のようになる。第 1に、技術革新効果の代理変数で

ある IOY 係数の有意性が低いことから、ここで用いられた代理変数が技術革新効果の生産性に

及ぼす影響の評価には適切ではない可能性が考えられる。第 2に、消費需要の増加が総需要の

増加に大きな影響を与えていることがわかる。第 3に、消費に与える利子率に関する係数が統

計的に有意ではない。これは政策的に利子率を低く押さえてきたことに起因する。第 4に、賃

金決定における生産性の有意性が低いことについては、1980年代半ばまでの過剰労働力の存在

が実質賃金の上昇を押さえていたという点があげられる。 

(1)式に(2)式を代入することにより、 PR=(1-α)・Q‐β‐r・IOYが誘導され、結果として 

生産性体制 PR=B･Q+Aの形状を表す Bの値が得られる。一方、(3)(4)(5)(6)(7)式を結合する

と、需要体制 Q=D･PR+Cの形状(D)は、｛［ac(1-k)+bhk］(r-1)｝/{(1-nk)(1-ac)}として示され

る。さらにこの式を+で区切られた項ごとに展開すると、 ac(1-k)(r-1) /(1-nk)(1-ac)と、 

bhk(r-1)/(1-nk)(1-ac)の 2つに分けられる。前者の式の c(1-k)は、賃金の生産性へのインデッ

クス程度が低いことが消費の拡大を制約していることを表し、a は消費需要の制約による内需

の抑制が成長率の低下に影響を及ぼしたことを意味する。一方の後者の式で hkは、生産性上昇

による輸出増大効果を表し、bは輸出の増加が成長率の拡大に影響を及ぼしたことを意味する。

結局この式は、PRの係数 Dの符号が賃金の生産性連動係数(r)と、輸出および消費の成長への

寄与率(bhk/ac(1-k))との関係によって決まることを示している。このモデルによる分析結果を

用いて導き出された韓国経済の蓄積体制(1965～91)は、 生産性体制と需要体制を示す以下の 2

つの方程式に縮約できる。 

 
生生産産性性体体制制  PPRR  ==  00..1133QQ  ++  AA  ((PPRR==BB･･QQ++AA))    ･･････((11))  

需需要要体体制制  QQ  ==  --77..5511PPRR  ++  CC    ((QQ==DD･･PPRR++CC))      ･･････((22))  

  

  



 

 

表表 33  ボボワワイイエエ・・モモデデルルととササーールルウウォォーールル・・モモデデルルのの組組みみ合合わわせせ  
  
  
先行研究先行研究先行研究先行研究    モデルモデルモデルモデル, , , , 変数変数変数変数, , , , データデータデータデータ    推定結果推定結果推定結果推定結果(1962(1962(1962(1962～～～～90909090 年年年年))))    

ムン・ウシク 

（1993） 

((11))  NN  ==  αα・・QQ  ++  ββ  ++  rr・・IIOOYY            

((22))  NN  ≡≡  QQ  ‐‐  PPRR                        

((33))  QQ  ==  qq  ++  aa・・CC  ++  bb・・XX  ++  dd・・MMSS            

((44))  CC  ==  ff  ++  cc・・((NN++WW--PP))  ––  ee・・CCMM              

((55))  XX    ==  gg  --  hh((PP--EE))  ++  ii・・YYFF  ++  zz・・CCAATT    

((66))  PP  ==  jj  ++  kk・・((WW--PPRR))  ++  ｌｌ・・((PPWW++EE))        

((77))  WW  ==  ss  ++  nn・・PP  ++  qq・・UU  ++  rr・・PPRR       

内生変数：7（N:雇用, PR:生産性(Q-N から誘導), Q:産出(=需要), C:消費, X:輸出, P:価格, 

 W:名目賃金） 

外生変数：8（IOY:総投資/GNP, MS:製造業産出/GNP, CM:消費財輸入, YF:海外需要(米国と 

日本の加重経済成長率), CAT:資本財輸入, PW:輸入物価, E:対米為替レート,  

U:失業率） 

データは, 1962～90 年の年次データであり, IOY,U のほかは対前年比増加率を表す。 

((11))  NN  ==  --00..1100  ++  00..9900QQ  --  00..0044IIOOYY                                                        RR²²==00..5544  

                ((--11..7766))  ((44..7700))    ((--00..8833))  

((22))  PPRR  ==  QQ  --  NN  

((33))  QQ  ==  --00..0011  ++  11..0033CC  ++  00..2255XX  ++  00..6600MMSS                                        RR²²==00..7799  

              ((--00..2255))    ((33..5577))    ((44..3355))    ((44..1100))  

((44))  CC  ==  00..0033  ++  00..2233((NN++WW--PP))  ++  00..1188((NN++WW--PP))--11  --  00..1133CCMM                        RR²²==00..4422  

              ((22..7755))        ((33..1133))                ((33..0033))            ((--22..8811))      

((55))  XX  ==  00..0077  --  00..4444((PP--EE))  ++  00..0022YYFF  ++  00..2266CCAATT                                RR²²==00..4466  

((11..3322))    ((--11..6666))        ((22..2244))      ((22..4444))      

((66))  PP  ==  00..0022  ++  00..6633((WW--PPRR))  ++  00..1133((PPWW++EE))                                      RR²²==00..6600  

          ((11..0077))        ((44..2222))            ((44..0022))      

((77))  WW  ==  --00..1199  ++  00..5588PP  ++  00..2288PP--11  ++  00..2233PPRR  --  00..0099UU                          RR²²==00..5566  

              ((--11..4455))    ((22..7755))    ((--11..3399))      ((00..7755))    ((--22..2200)) 

先行研究先行研究先行研究先行研究    モデルモデルモデルモデル, , , , 変数変数変数変数, , , , データデータデータデータ    推定結果（推定結果（推定結果（推定結果（1965196519651965～～～～91919191 年）年）年）年）    

オ・ジョンイル

（1995） 

((11))  NN  ==  αα・・QQ  ++  ββ  ++  rr・・IIOOYY                

((22))  NN  ≡≡  QQ  ‐‐  PPRR                                              

((33))  QQ  ==  qq  ++  aa・・CC  ++  bb・・XX  ++  dd・・MMSS              

((44))  CC  ==  ff  ++  cc・・((NN++WW--PP))  ++  ee・・RR              

((55))  XX  ==  gg  --  hh((PP--EE))  ++  ii・・YYFF                

((66))  PP  ==  jj  ++  kk・・((WW--PPRR))  ++  ｌｌ・・((PPWW++EE))          

((77))  WW  ==  ss  ++  nn・・PP  ++  ｍｍ・・UU + rr・・PPRR      

内生変数：7（N:雇用, PR:生産性(Q-N から誘導), Q:産出(=需要), C:消費, X:輸出, P:価格,  

W:名目賃金） 

外生変数：7（IOY:総投資/GNP, MS:製造業産出/GNP, R:利子率, PW:輸入物価, U:失業率, 

E:対米為替レート, YF:海外需要(米国と日本の加重経済成長率)） 

データは, 1965～91 年の年次データであり, IOY,U,R のほかは対前年比増加率を表す。 

((11))  NN  ==  --00..2233****  ++  00..8877QQ  --  00..003344******IIOOYY                                                  RR²²==00..5511  

                ((--11..88))    ((55..22))      ((--00..774422))  

((22))  PPRR  ==  QQ  --  NN  

((33))  QQ  ==  --00..0011******  ++  11..0099CC  ++  00..334422****XX  ++  00..771133MMSS                                  RR²²==00..8822  

              ((--00..3311))    ((22..6655))    ((11..9944))      ((55..1144))  

((44))  CC  ==  33..55  ++  00..2277((NN++WW--PP))‐‐00..002233******RR                                                  RR²²==00..4499  

            ((1122..2244))        ((33..0099))        ((--00..8877))    

((55))  XX  ==  00..0055****  --  00..4499((PP--EE))  ++  00..1133**YYFF                                                      RR²²==00..4411  

((11..8844))    ((--77..6699))        ((11..554411))    

((66))  PP  ==  00..0022******  ++  00..5577**((WW--PPRR))  ++  00..2211((PPWW++EE))                                          RR²²==00..6633  

          ((00..9922))        ((11..3344))            ((33..7799))    

((77))  WW  ==  --00..1166******  ++  00..5511PP  ++  00..1144******PPRR  --  00..2266****UU                                      RR²²==00..5544  

              ((--00..3377))    ((22..5566))    ((00..6655))    ((--22..0099)) 
 
(注) 回帰分析は OLS 方法であり、R²は決定係数、( )内はｔ値である。なお* は有意水準 10％, **は有意水準 5％, ***は有意ではない, その他は有意水準 1％を示す。 
(出所) 文（1993）、呉（1995）。 
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上の式から以下の事実が読み取れる。第 1に、生産性体制において産出量の成長と生産性の

上昇との間に正の相関が認められたもののその値は低く、 文(1993)の結果と概ね一致している。

第 2に、需要体制において生産性の上昇と産出量の成長との間に負の相関がみられる。上式で

PRの係数 D の符号は、賃金の生産性連動係数(r)と、輸出および消費の成長への寄与率(bhk/ 

ac(1-k))との関係によって決まる。従って、PRの係数 D が負になっているのは、賃金の生産

性へのインデックス程度が低いということと、それに伴い消費需要の制約が作用して内需の抑

制がもたらされたものと考えられる。 

 

むすびにかえて 
 

本稿では、経済成長を分析する際に需要アプローチの立場をとるボワイエ・モデルとサール

ウォール・モデルとを用いて韓国経済の成長(長期動態)を計量的に実証分析した先行研究につ

いて概観した。これらの先行研究の検討を通して得られた要点を簡単にまとめる。 

はじめに、ボワイエ・モデルに輸出方程式を追加する方法をとり、韓国経済の長期動態につ

いて分析した権(2002)の研究についてである。フォーディズムの好循環においては、PR→RW

→Q の回路が作用する（すなわち PR と Q は正の相関を示す）。これに対して、1971～98 年に

おける韓国経済の蓄積体制は生産性体制において産出量の成長と生産性の上昇との間に緩やか

な収穫逓増が働いており、需要体制においては生産性の上昇と産出量の成長との間に負の相関

がみられる。すなわちこのことは、韓国では生産性体制と需要体制との間で累積的な成長メカ

ニズムが作用していないことを示唆するものであり、それが戦後の先進諸国の経済成長を支え

たフォーディズムとは決定的に異なる点である。しかしながら、表 2の(2)の推定結果からわか

るように、 投資の決定要因が利潤ではなく消費需要によって牽引される消費主導型の成長であ

る点も指摘され、この面では韓国経済の蓄積体制が「フォーディズム」に近似しているとされ

る。 

その一方で、権(2002)では、投資決定において利潤シェアの係数が 1987 年以前の-0.42から

1988 年以後の 0.51 へと符号を逆転させていることにも注目を要する(表 2 の推定結果)。この

ことは、1987 年以降の韓国の経済成長には内需主導型の成長のほか、利潤主導型の成長の回路

も以前より強く作用するようになった側面を示唆する。1987年以降は供給側の要因の影響も考

慮すべきではないかと推察される。 

次に、ボワイエ・モデルとサールウォール・モデルとを組み合わせる方法をとり、韓国経済

の長期動態を分析した文(1993)、呉(1995)の研究について、彼らの結論を整理すると以下のと

おりである。1960 年代後半から 90 年代初にかけての韓国経済の蓄積体制は生産性体制におい

て産出量の成長と生産性の上昇との間に緩やかな収穫逓増が働いており、 需要体制においては

生産性の上昇と産出量の成長との間には負の相関がみられる。つまり、これは韓国経済の蓄積
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体制において、 生産性体制と需要体制との間で累積的な成長メカニズムが作用していないこと

を意味する。さらにいえば、戦後の先進諸国の経済成長を可能にした消費主導型のフォーディ

ズムと比較すると、韓国の経済成長が輸出主導型の成長であった点が浮き彫りになる。その根

拠として、前記のボワイエ的伝達経路(生産性→賃金→消費)と、サールウォール的伝達経路(生

産性→価格→輸出)との 2つに分けて推定された結果に照らし合わせると、後者の方が増加の程

度が顕著である点があげられる8)。 

以上の分析結果を踏まえた時、今後の課題として次のようなものがある。第 1に、1997～98

年の経済危機以後、 韓国経済の資本蓄積構造は労働市場の柔軟化をはじめとする一連の制度的

変化によって大きく変わった。そこで韓国経済の長期動態の変化を捉えるために、危機後の経

済を改めて実証的に計量分析し直す必要があるだろう。その際、表 2 に示されている権(2002)

のモデルを参考にする。なぜならば、ボワイエ・モデルは、戦後の先進諸国の高度成長がこの

時期特有の賃労働関係によって制御・調整されていたとの認識に立っているからである。今日、 

先進諸国の企業や政府が進める雇用の柔軟化は、かつての高度成長期の「硬直的」な賃労働関

係を対象としており、多くの非正規雇用を生み出している。このようにみたとき、韓国経済に

ついてボワイエ・モデルの妥当性を検証した上で、賃労働関係の変化がその動態に及ぼした影

響を分析することは、 経済危機後深刻化している非正規雇用問題の解明にとって重要であるだ

ろう。このことに加え、権(2002)では、1987 年以降の韓国の経済成長には内需主導型の成長の

ほか、 利潤主導型の成長の回路も以前より強く作用した側面があったと推測される。よって、 

1987年以降の供給側の要因に注目し、1987 年から現在に至るまでのデータを用いて実証分析し、

この推察が妥当かどうかを確かめることが今後の課題となる。 

第 2に、ここで援用したボワイエ・モデルは、労使妥協を賃金形成だけで捉えており、その

条件を成立させる制度的な背景は不問に付されている。そこで新たなアプローチとして、磯谷

ほか(1999)による「階層的市場-企業ネクサス」論を取り入れることで、より正確に同国の非正

規雇用問題の本質を捉えることができると考えられる。そこでは企業組織、労働市場、企業間

関係の 3つの相互補完関係に焦点を置き、そこに成立する構造的両立性を明らかにしようとす

る。特にフレキシビリティの面では、企業組織内の配置転換、OJT に基づく技能形成といった

「内的フレキシビリティ」と、階層的下請関係を通じた出向や転職、分断的労働市場（特に、

正規労働者と非正規労働者との間の分断）を通じた「外的フレキシビリティ」の確保からなる

調整メカニズムが、 雇用を維持すると同時に雇用調整のフレキシビリティを可能にしているこ

とが重要であると論じている。 
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＜注＞ 

 
1) カルドアの経済成長理論については、Thirlwall(1983)を参照のこと。 
2) 本稿でいう賃労働関係は、ボワイエの定義に従っている。それは労働力の使用（労働編成）と再生産
（賃金決定・消費生活）を規定する諸条件の総体を指す（Boyer 1980, p.494; 山田 1990）。 

3) ここでのボワイエ・モデルの説明は、遠山（1993）を参考にしている。 
4) ボワイエ(1988)は、19 世紀以降の資本主義経済の発展を 4 段階に分けて説明している。第 1 段階の

19世紀の蓄積体制（外延的蓄積）は、緩やかな収穫逓増と競争的賃金決定によって特徴づけられ、激し
い景気循環はあるが、長期的には安定成長する。第 2 段階の戦間期（大量消費なき内包的蓄積）に至る
と、蓄積体制は内包的なものに転じ、高い供給能力が出現するが、これに対応する需要が創出されず成
長体制が不安定化する。これは主として生産技術システムにおいて大量生産が確立したのに対し、その
結果もたらされた労働生産性の上昇は必ずしも実質賃金に反映されず、生産技術システムと分配関係と
の間に不整合が生じたことによる。第 3 段階の第 2 次大戦後のフォーディズム（大量消費を伴う内包的
蓄積）では、大量生産体制の確立により顕著な収穫逓増が出現し、明示的な労使妥協の成立によって賃
金は生産性にインデックスされ、長期にわたって安定成長が実現される。最後に、1970 年代以降の危機
については、収穫逓増効果の鈍化とともに、賃金の過大インデクセーションが生じた結果として捉えて
いる（遠山 1993）。 

5) ここでカルドアの成長法則について補足すると以下のとおりである。まず、第 1 の法則は、製造業の
産出量の成長と GDP成長との間には強い因果関係があるというものである。第 2 の法則は、製造業の
産出量の成長と生産性の上昇との間には規模に関する収穫逓増が働く結果、正の因果関係が存在すると
いうものである。第 3 の法則は、製造業部門の拡大と製造業以外の部門の生産性の上昇との間には正の
因果関係が存在するというものである（Thirlwall 2002、p34; 清水 2003）。 

6) 権(2002)ではボワイエ・モデルの生産性体制と需要体制を表す本来の記号 PR=B・Q+A、Q=D・PR+C
が、それぞれ PR=α1・Q+β1、Q=α2・PR+β2として表示されている。しかし本稿ではボワイエ・モデ
ルで使用されている記号に置き換えた。 

7) 他方、梁（2002）はフォーディズムによる大量生産・大量消費の側面に着目し、1987 年以降の内需主
導型成長の到来を明らかにしている。そのなかでも特に、消費需要の上昇をもたらした原因が「生産性
インデックス賃金」のような明示的な労使妥協による実質賃金の上昇ではない点をあげ、韓国の蓄積体
制を「典型的なフォード主義的労使妥協を伴わないフォーディズム」として表現する。 

8) 文(1993)では、生産性 1 単位を増加させる時のボワイエ的伝達経路による消費増大効果は-0.45、サ
ールウォール的伝達経路による輸出増大効果は 0.20 と推定している。一方、呉(1995)では、生産性 1
単位を増加させる時のボワイエ的伝達経路による消費増大効果は-9.93、サールウォール的伝達経路に
よる輸出増大効果は 2.42 とされている。 
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